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防災用の非常電源設
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TheFi｢eDefenceLawwhichobligesthei=St∂ll∂tionofapowergener∂tOrforfire

fightingequIPmentWaSreCentlv revised partiallv∂nd basedonthjsrevision,Which

COnCe｢nS the stand∂｢ds fo｢const｢uction and perform∂nCe Of a privateusepov佗r

gene｢ato｢′the Fi｢eDefenceBoardissuedanotificationastoitsenforcementfromthis

June.

Thisa｢ticleou川=eSthesaid｢evisionanddiscussestheco=StrUCtion,Performance

and method ofinsta帖tion o†a Dieselpower generator∂nd batlerieswhich best

COnformtotherevisedIaw.

n 緒 言

ビ/レ,旅館などの火災による死傷事故が多発していること

か⊥lブ,火災による人命および財産の損失をド山Lするため,消

防用設備などに関するi去令が整備強化された｡

特に人命単車の趣旨から安全j壁難を重点に避難用設備およ

び消1;〟梢設備の法令が改正され,火災発生などの非常事態に

赴竣確実に卓州三する非常電源設備の構造と性能について規定

されたL_､

J;ガ災用ディーゼル発電設備については,作能面では,自動

的上助,自動発送電,1時間以上の連続運転および内燃機関の

始動件能について,また構造面では燃料タンクの板厚と容量,

日動かみ合わせ装置の設置,高率放電用蓄電池の採用,各計

測装苗と保.護装置の設置および発電機と蜘耳滋装置の構造につ

いて;立められた｡

H二､ンニ製作所では,この法改正に通令､した防災用｢日立サン

バワー+(ポータブル発電機､高圧パッケージ形ディーゼル発

′-‾E機および屁外形低騒音全自動ポータブル発電機)を新しく

開発し,シリーズ化Lた｡

また,防災用蓄電池設備については,蓄電池,充電器,逆

変換装置,発電機などの巾から適当に組.み合わせて設置され

ている｡その構造と性能について,非常電源設備に関する次

の法令の内芥紹介とf㌢わせて述べる｡

臣l 関係諸法規

防災機器を設計,製作する際は,素量†氏限法令で規定されて

いる仕様,性能を有していなければならない｡非常用電子原設

備に関する法規としては｢消防法+およぴ｢建築基準法+が

ある｡

以下,これについて才引デる｡

(1)昭48年2月10日消防庁告示第1号｢自家発電設備の基準+

(2)昭48年2月10日消防庁告示節2号｢蓄電池設備の基準+

(3)昭48年5月16日消防子第76号｢消防法施行規則の一部改

正に伴う告示の運用について+(以下,運用規則と略す)

(4)昭48年5月19日消防予第82号｢消防法施行令及び同法施

行規則の一部改正に伴う消防用設備等の設置に関する消防法

令の運用基準の細則について+(以下､基準の細則と略す)

(5)昭40年6月15日通商産業省令第60号｢発電用火力設備に
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関する技術基準を定める省令+(以下､発電技術基準器令と

略す)

(6)昭36年11月22日自消甲子党第73-ぢ一｢市(町･村)火災予防

条例+(以下,条例と略す)

(7)昭46年11月建設省住宅局建築指導課監修｢非常糊の月即咋j

装置に関する指針+(以下,照明の指針と略す)

田 防災用ディーゼル発電設備

3.1 機器の構造と性能

防災用設備には表1に示すように｢建築基+筆法+による避

難用設備と｢消防法+による消l妨用設備とがある｡｢建築其準

法+による避難用設備については指針だけで細則はないが,

同日的で使用することから,｢i･削妨法+に湛づく】;ガ災用設愉

電手原として統一して考えるべきである｡以下,発1豆設怖の各

機器の構造および性能について述べる｡

3.l.1 発電機および励磁装置

ヲ邑電慌および励イ滋装置については,新L_く次の頃日が告示

(第1号第2･3およぴ4)で追加されたが,従米よIトト分考

慮されている事柄で,特に莱斤しく問題となる項t‾うはない｡

(1)固定イーは耐仮性構造であること｡

(2)回転子は良質な材料を使用するとともに,1主格回転速度

表l 防災用非常電源設備の用途 防災用非常電源設備の用途を消防

用設備と避難用設備に分けて示す｡()内の時間は法定継続時間である｡

TablelAppIICations of 巨me｢9enCy Powe｢Gene｢ato｢fo｢Fl｢e

Fi9hting Eq山pment

(l)屋内消火栓(せん)設備(30分)

消防用設備

｢消防法+

電
気
設
備

防災用

非常電;原設備

の負荷設備

フL

3

4

5

スプリンクラー設備(30分)

水噴霧消火設備

)包(あわ)消火設備

非常用コンセント設備

6)排煙設備(30分)

避難用設備

｢建築基準法+

歪‡至童妻
非常用の照明装置(30分)

非常用の進入R(30分)

才非煙設備(30分)

非常用の排水設備(30分)

非常用のエレベータ

*

新神戸電機株式会社機器工場
*♯

日立製作所日二技工場
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の±10%の範囲内の速度で有二方なねじり振動を発生しない構

造であること｡

(3)巻線は容易に劣化しないE植以上の絶縁で,かつ十分な

機械的強度を有すること｡

(4)帆磁装置は,保守点検が容易で,捻fナ電圧変動率は定格

電h三の±5%1J内であること｡

3.1.2 内燃機関

内燃機関については非常時において確実に始動および運転

されることを主眼として二大の項目が完められた｡

(1)｢内燃機関はディーゼル機関またはこれと同等以上の始動

什能を有する機関(告示第1号第2･2･(1)).}+と規定されて

いる｡特にディーゼル機関と指定されたのは,他の内燃機関

に比べて始動性能,電圧確立などの安定件が高し､ことからで

ある｡

(2)｢セルモータ付きの内燃機関にあっては,セルモータピニ

オンと内燃機関のりングギヤとの自動かみ合せ装置を設ける

こと(7㌧ホ第1寸前2･2･(3))｡+と定められたが,運用につ

いては二大のようになってし､る｡

｢セルモータ付きの内燃機関は,セルモータシャフトに】取り

付けられたセルモータピニオンがフライホイ…ル円周上のり

ンブギヤにかみ合ってセルモータが回転し,内燃機関を動か

す構造となっているので,二れらを自動的にかみ合わせる装

置を設けなければならないこととされたが,これらの装置に

は,ピニオン摺(しゅう)勅式,慣性摺動式および電機▲丁摺動

式があること(運用規則第1･2･(2))｡+とされ,ピニオン摺

動式,慣性摺垂わ℃および1電機子摺動式は自動かみ合せ装置と

解釈できる｡

(3)｢アと気始動式の内燃機関は空気タングの圧力が低下した場

fナに自動的に作動する空亨報装置および圧力調整装置を設ける

こと(告示第1号･第2･2･(5))｡+

3.1.3 制御装置

制御装置関係につし､ては,非常時の自動始動,自動発送電,

常用電源回路との自動切換および保護装置について二大のよう

に㍍められた｡

(1)｢常用電源が停電Lた場でナ,自動的に電圧確立および投入

が行なわれ,屋内消火栓(せん)設備の操作装置に送電するこ

と｡ただし常時人がいて損二ちに操作できる場合には電圧確立

を自動とし,投入を手動とすることができる(告示第1号第

2･1･(3))｡+

l坊災用日立ポ椚タブル発電機においては,発電機室を′トさ

くするたが)自動始動磐をセット内にコンパクトに組み込んで
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図l 高圧側に接続Lた例 発電設備の負荷回路と一般の常用電源回路

を高圧側で切り換える方二去について示す｡

Fig･lExample of Connection on the Hi9h Volta9e Side

あり,自動的に始動および発送電ができるようになっている｡

(2)｢常用電源が停電した場合,自家発電設備の負荷回路と一

般の常用電i原回路とを自動的に切り離す装置を設けること｡

ただし,一般の常田電源回路において自動的に切り離すこと

ができる場合は自家発電設備に設ける必要はない(運用規則

第1･1･(2))｡+

自家発電設備の負荷回路と一般の常用電子原回路の切換およ

び分岐方法の例は,図1および図2に示すとおりである｡

(3)｢自家発電設備には(発電技術基準省令)の規定によるほ

か,表2の計j則装置および保護装置を設けなければならない

(告示第1号第2･1･(6))｡+

法に規制された計器および保護装置をすべて付属している

防災用日立ポータブル発電機の盤面計器は,図3に示すとお

りである｡

3.1.4 運転時間と始動時間

(1)運転時間

｢自家発電設備は安全率を考慮し,定格負荷で1時間以上連

続して運転できるもの(告示第1号第2･1･(7))｡+とされ,

｢燃料タンクについては2時間以上の容量を,水タンクについ

ては断水があっても冷却するのに十分な専用の冷却水タンク

表2 計測装置および保護装置 法令で発電設備に設置することを定め

られた計)則装置と保護装置を示す｡

Tabトe 2 Measu｢lnglnst｢uments and P｢OteCtive Device

＼

＼ 法 令 ｢告示第l号
｢発電技術基準

省力､第3了条第 備 考
項 目

＼

第2･l･(6).4･(2)+
11

39条+

計

)則

装

置

電 圧 き＋ ⊂)
⊥

電 ;充 計 ⊂)

周 三皮 数 言十 ⊂)

回 転 速 度 計 ⊂) 0
l

潤 滑 油 温 度 計 C) ○

潤 滑 油 圧 力 計 C〉
l

0 l

ノ令却水温度計(水プ令式)
まナ:は

気筒温度計(空冷式)

○

○
r

l

.0l
保

護

装

置

過電流 し ゃ 断器

過 速 度
【○(自動停止)
l

定格速度の

0l.16倍以下

で作動

｢発電技術

基準省令+

では500kW

以下は除か

れている｡

冷却水の異常温度上昇
または

冷却水の供給停止

手動停止装置

○(自動停止)

○

○(自動停止)

ロリC

発
電
設
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ト･亡】1>______
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蠣 )

)欄用
消防用設備など

同上

東京消防庁予防編

｢消防用設備･火を使用する

設備等の技術基準+

図2 低圧側に接続Lた例 発電設備の負荷回路と一般の常用電源回路

を低圧側で切り換える方法について示す｡

Fig･2 Example of Connection on the Low Volta9e Side
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③ 交流電圧計 ⑲ 予熱表示
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⑧ 電圧調整ハンドル ⑲ 回転計

⑨ ヒューズフリーLや断器 ⑲ 油温計

⑲ 油圧計

図3 盤面計器 防災用｢日立サンバワー+ポータブル発電機の盤面計器

を示す｡

Fig.3 Paneltnst｢umentation

を設けること(告示第1号第2･2･(6)ホおよび第2･2(7))｡+

になった｡

(2)始動時間

｢常用電手原が停電してから電圧確立までの所要時間は40秒以

内(告示第1号第2･1･(4))+

なお非常用照明装置の発電設備については,(照明の指針

4･10･1･(1)ロ)に次のように定められている｡

｢非常用の照明装置に蓄電ブ也なしで設置する自家発電設備は

非常事態発生後,10秒以内で確実に自家発電設備に切り換え

られること｡したがって10秒以内で自家発電設備が送電でき

れば,蓄電池なしで非常用の照明装置を含めた防災用設備の

非常用電青原として使用できる｡+

二の目的で開発Lたのが,1;ガ災用日立ポータブル発電機の

10秒始動ポータブル発電機シリーズである｡図4はDE-20(25/

31kVA)の10秒始動の実測値を示すものである｡7.6秒以下
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1.始動タイムスケジュール 発電倹

仙.法.血仙買電 山電圧

'◆巾㌣■村卜‾■‾■一】〟一〟ゝ▲'■■‾‾
始動品等S′棚励禦1･割肘望椙

瓢
汀Iり脚州lバッテリ十 3.91s ＼1.51s【嘲l限鞭緊

電圧=亨電 停電確認 始動 †回転速度

†12〉1 5.34Vk～■F J･500｢pm

鞠,肺?千川…仰.1.う州=州=即3A州=心‖.…..……=.…
2.停止タイムスケジュール

継重病圧鵬叡㈱洲㈹州脚榊W棚壷洲賞酬州㈱㈱州㈱冊珊州㈹

棚 小Vv

卜500｢pm

l旦y停止ル/イド電三完ユ
E__､一

停止ソレ/イド助砿

?･;1守

図4 防災用｢日立サンバワー+ポータブル発電機DE-20ポータ

ブル発電機の10秒始動タイムスケジュール 防災用｢日立サンバワー+

DE-20ポータブル発電機10秒始動の買電停電から送電までのタイムスケジュー

ルを示す｡

Fig.4 Time Sched山e for10-SeCOnd Sta｢tiIlg Of Po｢table Geロー

e｢ato｢DE-20 fo｢Fけe Fi9htin9･Equipment∴-HitachiSun-Powe｢''

で買電停電(停電確認時間約4秒を含む)から送電に七リリ授

えが終了している｡

3.l.5 燃料タンク

燃料タンクの構造についてのさ去規制は表3(7)とJゴりで､｢;1テ

示第1号箭2･2･(6)+およぴ｢条例第3条(17)+の適用を受け

る｡

また,発電設備に関係ある石油類はし-ずれも第4類に属し,

その指定数量以卜の危険物を貯蔵しまたは取I)扱う場合は｢消

l;方法+の規制を′受け設置許可を要する｡指定数量の妬以上指

定数量未満の危険物(以下,少量危検物と略す)を貯蔵,取

り扱う場†ナは,｢火災子l;ガ条例+の規制を′受ける｡発電設備関

係ではこの少量危険物に該当するものが多く,消防署長にあ

らかじめ,その-ち‾7,名,数量,その他当該物品の貯蔵または取

招いに関して火災子‡;ガト必要な事二項を届けJ_tlればよい｡

3.l.6 水タンク

内燃機関の冷却水については(告･示第1号)にご欠グ)ように;王

められた｡

｢ノJく冶J<〔の内燃機関には専用の冷却水タンクを設けるものと

L,その零墨は冷却するのに-ト分なものとすること｡ただL,

冷却塔熟交換器その他二れらに顆するものを用し､るものにあ

っては,専耶プ､)iて川川ニタンクを設けることを要しない(告ホ

表3 燃料タンクの構造 ｢消防法+で定められた燃料タンクの構造規制を示す(付図)｡

Table 3 Const｢uction of FuelTank

G)-

④､

Q

//④

(付 図)
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項蕃 品 名 適 用 法 令 内 容

0 タンク ｢告示第1号第2･2･(6)+

｢条例第3条(17)+

L.燃料タンクはその容量(タンクの内容積の90%)に応じ下記厚さの鋼板
またはこれと同等以上の強度を有する金属板で気密に作ること｡

1言藷買蓋藍十‾二軍崇茫二二
妄篭琶警慧套誓篭篭戸トーー圭:喜崇圭

2.容量は2時間以上連続Lて運転できるものであること｡

ユタンク外面には,さび止めのための措置を講ずること｡

¢)
カP⊥入

木口 ｢条例第3条(17)へ+ 1.燃料タンクの架台は不燃材料で作ること｡

(カ 燃料計 ｢告示第1号第2･2･(6)ロ+

｢条例第3条(17)り+

l.燃料タンクには見やすい位置に燃料の量を自動的に覚知することがで
きること｡ガラス管で作られているときは,金属管などで安全に保護
すること｢.

(カ 通気管
｢告示第1号第2･2･(6)ハ+

｢条例第3条(17〉ル+ l.燃料タンクには通気管または通気口を設けること｡

(り 給油口 ｢告示第1号第2･2･(6)二+

｢条例第3条(17)ト+

l.配管は金属管とし,配管とタンクの結合部分には地震などにより損傷

(耳 エンジン給油口
を受けなし､構造となっていること｡

z.燃料タンクの配管には,タンク真近の容易に操作できる位置に開閉弁

(う リーケージ接続口 を設けること〔.

(可 ドレン ｢条例第3条17(ヌ)+ l.燃料タンクは.水抜きができる構造とすること｡
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第1号節2･2･(7))｡+

この場合の冷却するのに十分なものとは,自家発電設備が

て定格負荷で1時間以_L連続して逆転できる冷却水を確保する

ことである(つ

図5は,防災用日立ポⅥタブル発電機の専用冷却水水タン

クの構造を示すものである｡特長は二大のとおりである｡

(1)1時間連続運転ができる水位を常にボールタップで保つ

構造となっている｡

(2)排水側のiエlリ要調整弁で,水タンクの冷却水の全体を高温

になるまで節水し,放′ト限の水タンク容量としている｡

(3)水タンク排水弁の位置を内燃機関のウォ【タマニホール

オーバフローパイプ

ドレンパイプ

冷
却
水
排
水

水
道
給
水

図5 水タンクの構造

水タンク構造を示す｡

エンジン排水

エンジン給水
品番 品 名

1) 水 タ ンク

(可温度調整弁

(可ポールタップ

(カ水 位 計

(可
カロ ム

フ†く ⊂]

防災用｢日立サンバワー+ポータブル発電機の

Fig.5 Const｢uction of Water Tank

(不燃専用室)

バッテリー内蔵充電器

ウイングポンプ

水タンク

卿斗タ

防油堤

ー0.6m以上一J

愈 礫

→
)
+
∈
｢

+
+
+
∈
｢
○

t｢＼＼///｢甲種防火戸または乙種防火戸

配線ピット

愈日立ポータブル
発電機セット

盛砂

配管ピット

山
.
一
ヨ
巨
①
.
〇

以m

(a)平面図

1m以上
燃料タンク

通気管

山
.
一
ヨ
∈
寸

直径30mm以上

内壁には不燃性の吸吉村

を使用すること

ディーゼル機関

フレキシブルパイプ

発電機盤

出動㍗盤

機電発

水タンク 燃料ドレン受ぎら 移動止の 防振ゴム

芽

入
気
孔

(b)断面図

図6 不燃専用室の発電設備設置例 防災用｢日立サンバワー+ポー

タブル発電機の不燃専用室の設置例を示す｡

Fig･6 Example ofl=Sta‖atio=Of Ge=eratOri=Fire-PrOOf Room

ドの位置よりも上位にし最悪条件においても内燃機関が空(か

ら)だきにならないようにしている｡

3.2 自家発電設備の設置

｢基準の細則+で,新しく自一家発電設備の設置某準,保安距

離およぴキュⅥビクル自家発電設備の基準について次のよう

に完三められた｡

3.2.1 自家発電設備の設置基準

自一家発電設備の設置方法には,(1)不燃専用室の設置(2)キ

ユーピクル自家発電設備の設置(3)屋外設置の三つに区別さ
れる｡

(1)不燃専用宅の設置

｢不燃材料で造られた壁,柱,床および天井で区画され,か

つ窓および出入l+に甲種防火戸または乙種ド方火戸を設けた専

用の室(不燃専用串)に設置される発電設備(基準の細則第

1･2･(1)｡∴+

図6は,｢消防法+適用製品として開発した新シリーズl坊災

用日立ポータブル発電機の不燃専用室の設置例を,表4は,

｢消防法+で規制される項目をまとめて示したものである｡

(2)キュ【ビクル自家発電設備の設置

｢キュⅥビクル自家発電設備基準に適合するもので,変電設

備峯,発電設備室,機械室およぴポンプ重など(これらを機

械…ミミという)に設置される発電設備(基準の細則第1･2･(1)

ア)｡+

(3)屋外設置

｢地上または主要構造部を耐火構造とした建築物の屋上に設

けるもので,隣接する建築物または工作物から3m以上(3

m未満とする場合は3m未満の範囲の建築物または工作物の

部分を不燃材料で作r),当該建築物の開口部は防火戸その他

の防火設備を有すること)の距離を有す場所に設置する発電

表4 自家発電設備付属機器の適用法令 自家発電設備の付属機器に

ついて法令で規制されている項目を【覧衰にまとめたものである｡

Table 4 Laws and Regulations Specifyjng Private Use Gen-

erator and Auxiliaries

項 目 適 用 法 令 至 内 容

保安距離 ｢基準の細則

第ト2･(3)+

防油堤 r｢危険物の規制に関
l

!する政令+

別表表5の不燃専用室に設置する項参照

のこと｡

燃料タンクの全容量が外部に漏れない防

油糧を設けなければならない｡

消音器および排気筒の取付は下記による

排気筒
■技術基準(票)+l(り排気筒および消音器は不燃材料で空ろ

うに作り,人が容易に触れる右それの

l

ある個所

(床上l.8m以下)には不燃材料でしゃ

熟保護または保護柵(さ〈)などを設け

ること｡

(2)寺非気筒の配管は可燃物から150mm以上,

燃料タンクから0.6m以上離すこと｡

(3)内燃機関から卜8m以内にあるi非気筒お

よび消書器は,木材その他可燃性の物

から450mm以上離Lて施設すること｡

ただし,有効なLや熱保護を施した部

分によってはこれによらないことがで

】 きる｡

燃料タンクの｢危険物の規制に関 圧力タンク以外のタンクに設ける通気管

通気管する規則第20条+

防振と固定｢条例第12条+

は無弁通気管とし,その構造は次のとお

りとする｡

l.先端は屋夕いこあって地上4m以上の高

さとL,かつ建物の窓,出入ロなどの

開口部から】m以-ヒ離すこと｡

2.直径は30mm以上であること｡

3.先端は水平より下に45度以上曲げ.雨

水のさ貴人を防ぐ構造とすること｡

発電設備は艮方寸辰のための措置を講じ.か

つ堅固に床,壁,支柱などに固定すること｡
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ートー=+

④′

排水口圭非油｡あ
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:国 琶馴干
口琴:
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lロロ
コ

l

k二 二二]‡
l

l

l:/
】

/ =iミ:1一一一＼+

l

r云燃料ドレンも
図了 防災用｢日立サンバワー+屋外形低騒音全自動ポータブル発電機 防災用｢日立サンバワ

ー+屋外形低騒音全自動ポータブル発電機の構造を示す｡

Fig.了 0utdoo｢Type Low Noise F山卜automatic Po｢table Generator,"HitachiSun-Powe｢

設備(其準の細則第1･2･(1)イ)ご.+

屋外に設置する場合には,風雨に対する血寸水構造および騒

音に対する防音構造を考慮しなければならない｡

日立製作所ではこれに適応した製品として,屋外形イ氏騒音

全自動ポータブル発電機シリーズを開発した｡その構造は図7

に示すように外部は耐水構造の低騒音カバーでおおい,内部

は発電機,エンジン,制御装置(自動始動盤を含む)および

運転に必要なすべての付属機器を収納し,全自動形にまとめ

たものである｡

3.2.2 保安距離

発電設備の設置にあたって必要とされる保安距離について

は,表5に示すように定められている｡

3.2.3 キユーピクル自家発電設備の基準

キユーピクル自家発電設備とは次のものをいう｢基準の細

則別盲恭3第1+｡

(a)内燃機関,発電機,燃料タンクおよぴこれらの付属装置

を一つの箱に収納したもの｡

(b)自一家発電設備の運転に必要な制御装置,保安装置およぴ

これらの付属装置を一つの箱に収納したもの｡

(C)(a)および(b)に掲げる機器を一つの箱に収納したもの｡

3.3 防災用ディーゼル発電機

日立製作所では昭48年2月10日の告示に光がけ,防災用発

電設備開発のプロジェクトチ【ムを組み,十分な試作開発を

進めた｡したがって告示と同時にシリーズ化に着手すること

ができ,短期間に,i去今に忠実に適応した3種類の防災用シ

リーズを完成させ,昭48年6月1日施行に対処することがで

きた｡

3.3.1防災用日立ポータブル発電機

防災用日立ポータブル発電機は,不燃専用室の設置用とし

番号 品 名 員数

･･‾‾∩工ンジ/
1

㊤ 発電樅

1〔¢
■

制御壷

〔少 自動始動盤 /

せ) 燃料タンク

(可 弓機関操作盤
ウ〕 故障警報ベル

〔む ラジエータ ト
1

④ バッテ･ト + 2

1｢′諭 マフラー

¢) 排凰箱

し子吉 端享妄㌃‾‾‾‾‾

て開発したもので,従来の非常用ポMタブル発電機に日動始

動盤を組み込み,水タンク,燃料タンクおよび蓄電池設備を

l妨災構造としたものであI),図8は外観の一例を示したもの

である｡

本シり【ズの特長は次のとおI)である｡

(1)買電停電から10秒以内で送電可能である｡

(2)停電確認より始動,負荷の切換､買電復帰後エンジン停

止まですべて自動制御である(つ

(3)自動始動盤がセット組込みのため,室内面積が狭くて済

み,配線工事が縮小される｡

3.3.2 高圧パッケージ形ディーゼル発電機

高圧/ヾッケ∽ジ形ディーゼル発電機は,ftl力容量175kVAか

ら400kVAまでの高圧のドガ災用シリーズである｡そのおもな仕

様と特長については本誌｢製品紹介+の｢日立サンパワM高

圧パッケージ形ディーゼル発電機+を参照されたい｡

ブ

≡d

宅孝 ′

が

重要

轟車軸鶉ミき
㌦頚

さi■

奴ヌ 諺

図8 防災用｢日立サンバワー+ポータブル発電機DE-80

動盤を組み込んだ防災用発電機本体の外観を示す｡

自動｢始

Fig･8 Portable Ge=e｢atO｢DE-80fo｢Fi｢e Fi9hti=g Eq川Pment

表5 発電設備の保安距離 法令で規制されている発電設備の保安距離を示す｡

Tab】e 5 Safety Distance fo｢Gene｢ato｢lnsta11ation

項 目
保 安 距 離

備 考
不 燃 専 用 室 キユ ー

ピクル構造 屋 上 設 置
■

発電機本体およぴ

発電設備と周医l 0.6m以上

0.6m以上(燃料を予熱Lない方式)
防火上有効なしゃへい物を設けた場合は,足巨離
を減ずることができる｡

l.Omlよ上

l.2m以上

l

屋外に設置される場合はZ.Om以上

同左

l.Oml次上

蓄電池設備がキユーピクル構造の場合はこの限
りではない｡

トト2ml父上

3mlよ上

ただし,3m未満とする場合は,3m未満の

睾在国は不燃木オ料とする｡

同左lr霊宝喜孟則
…m以上 雷,■(も言+●({ゝ);

る｡

内燃横間と

燃料タンク

自≡豪発電設備と

蓄電池設備

自動発電設備と
受電設備 受電設備がキユーピクル構造の場合はこの限り

ではなし､｡

l

l

l卜Zm以上
L

l操作盤の前面 l.2m以上

ナ:だL,低圧の場合は,lm以上
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図9 防災用｢日立サンバワー+

屋外形低騒音全自動ポータブル

発電機SADE-40 完全防火の低騒

音カバーに自動始動盤を組み込んだ屋

外設置用発電横を示す｡

Fig.9 0し■tdoo｢Type Low N-

OISe F山卜automatic Portable

Generator,SADE-40

軽く汐
､儀

ri‥ぎき頂

(a)外 観

3.3.3 屋外形低騒音全自動ポータブル発電機

3.1.3で述べたとおり本シリーズは,屋外設置用として開発

Lたものである｡構造については3.3.1で述べたとおりである｡

図9は,外観の一例を示すものである｡

本シリーズの特長は次のとおI)である｡

(1)不燃専用三ミが不安でビルなどの屋上に面接設置できる｡

(2)低騒音形であるたれ 騒音公吉の問題がない｡

(3)自j拘始動盤､燃料タンクおよび水タンクなどの逆転に必

要なすべての機器がセット内に組み込んであるので,肘付お

よび縦線.1ニー■Jiがきわめて簡中である｡

田 防災用蓄電池設備

4.1 非常用電源設備の構成

4.1.1 蓄電池

l;ガ災設備用蓄電池は,茸を小限i去左道転時間を満足する答量,

個数を必要とするが,その種類についてもJISまたはSBA(蓄

電池二L業会)規格品であるほか,自動車用以外のものでなけ

ればならない｡

(1)j;1f災設備に過する蓄電池

桝置蓄電池は発生ガスの処理方法によl)構造上,シールド

形,ベンチ‥ノド形,オープンド形に分芙頁されるが,オープン

ド形は上境掘やアルカリ三宿の除去装置がないのでr坊災用には適

さなし-｡桝置鉛蓄電i也の公称容量は10時間ヰく容量､アルカリ

蓄電池は5時間ヰく‾茶壷で表わされており,放電電流が大きい

ほど端子う宜圧は急激にイ氏下し,容量が′トさくなる傾向がある

(図10参照)｡しかしなから,防災設備などの30分程度の給1一正

を行なう場†ナ,放電開始後の電圧と放電終止電†石に達するま

でグ)時刑が上之く高電J__l二を維持する性能を有するものが望まし

nU
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只U
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2
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2

1

1

1

1

1
一
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1

1

L

l

〈U

(
三
世
紳
小
津

330
0.2(

0.2(｢

0.1〔
毒舌蓄電池

]アルカリ蓄電池
5 10

放電時間(h)

図柑 鉛およぴアルカリ蓄電池の放電特性の一例 Cは容量を示L,

係数倍したものが放電電7充である｡

Fig.川 A Patte｢n of Discharg山g Cu｢ves of LeaかAcid and A卜

ka=ne Batte｢y

吋胤

紆

憑

ごご濫 ㌢
′こ山

草ニi首妄言蒜;搾
j

(b)内 部

顎
＼＼､-､､

い｡これを高率放′.=に柑Ⅰ-′トといい,図11のように1･ij一一fl荷へ供

給するのに公称?妄キミニは形式によって大きく与'キなってくる‥ し′わ

えにこのような｢j的に地L,さらに袖糊設イ肘∠-～,,設;rり湯帆

存命,維持‡苧などの経わ引イ1三から;･Jjヰて〟丈1‾に形釘沼fノ■にi也(HS),

または急放iE形ポケlソト式アルカリ蓄1一に池が似川されている.-.

圭たl;ガ災川f与荷と′乏変′i-E拙作手鑑才三さなどの′～;川けi荷が仲川きれ,

放電が1嶋=｢iりを越えることが十愁される_ような域ナナはクラ･ソ

ド式肘帯紙蓄電池あるいは焼結J〔,またはポケットJじワラルカ

り苔召三池が過Lている(図1ト参照).っ

(2)蓄′古池容量算三七

硯心三わが何で悼用されている?i呈狩出法は,

格SBA6001｢桝置蓄電池の古道許山f去+である

1料‾に池協≦三触

:まず､■J州J
に次の5条件をi央めておく｡

(a)イ米 ノ､1=や

客員の経年変化に対する納j‾f二仙(汁辿0.8)

(b)放て正時間

-ナ乱しきれる克之大f‾1荷咋間を見込む｡

(C)許′存克之イ氏電圧

負荷に必要な最低乍i三庄に配i=に線路の乍に白三柿下をノ州えたも

の〔-)

(d)拉低蓄て‾E池ぎ且性

設置場所の拍低同岡i比度を椎左する｡

(e)一存貰推算帖開

放屯時間,中電池あたりの拉低.洋才言う三はト仁,位相貼帆iは性､

蓄`宅地の祐二規などより二右まる伯でSBA6001に.子Ll乾きれてい

るグラフより求めるが,表6はその一一例をホすもグ)である′⊃

以上の準備を行ないメこ式により算亡王_iする｡
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貢白書電池
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放電時問(ml[)
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図Il 釜台およびアルカリ蓄電池の急放電特性の一例 標準放電電流

以上の大電)充にて二枚電Lた場合の蓄電池端子電圧の時間的変化を示す｡

Fig,llA Patte｢n of Hi9h-Rale Dischar訓ng Curves of Lead-

Acid and Alkaline Sto｢a9e Batte｢y
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表6 容量換算時間〟係数表 SBA6001に記載されているグラフより得

たたの値である｡条件により適当な値を用いて計算する｡

Table 6 Amp針e Raいng for the Period of Time,``〟”

項 目 摘 要

定 格 電 圧 DC100V

蓄電池最低許容電圧 95V

蓄 電 池 の 種 類 鉛(HS) アルカリ(AMH)
86個

l_10V

単 電 池 個 数 54イ面

l.76V

0.80

0_89

単電池あたりの最低

許容電圧

250c 0.85

〟
50c l.10

l.】8
30分

Z50c 卜27

5Dc l.39 l.38

Tl

ー一丁ち

(
く
)
喋
押
脚
讃

▼Ⅶ→

1て?

時間(h)

図12 負荷放電パターンの一例 負荷電流の時間的変化を示す｡

Fi9･ほ A Patte｢n of Load Cu｢｢ent

ここに,C:250cにおける定格放電率換算容量(Ah)

上:保守率

∬:谷呈検算時間(h)

J:放電電i充(A)

添字1,2,3,71:放電電流の時間的変化の順に付

けたr.∬.Jで-一一例は図12に示すとおりである｡

4.1.2 充電装置

l;方災設備用蓄電池を充電する光電装置は仕様上他の▼一般充

1宅貸諒と上ヒベ人略下記のような和遥一たがあるし_,

(1)自動充電装置付とし､j勺等充電が可能であること｡_

(2)=力電i克)主格は組みナナわせる蓄電池容量の端以ヒでなけ

ればならない｡

(3)交流入力電圧変動が定格電圧の±10%生じても異常なく

充竜できること｡

(4)過充電β方_lL装置を設けること｡

(5)シールド形以外の蓄電池充電用には,i成液警報装置を付

けること｡

(6)蓄電池の充電状態を点検できる装置を付けること｡

4.1.3 蓄電池設備の構造

蓄電池設備は,たとえば蓄電池と充電装置を一体とした1

個のキユーピクルに収納している場合が多いが,任務上非常

時には黄後の砦(とりで)とならなければならないので防火上

からも構造的な基準が設けられている｡

(1)キユーピクル表面の鋼板の厚さ

(a)屋外用の場合は2.3皿m以上

(b)屋内用の場合は1.6mm以上

(C)蓄電池が4,800Ahセル未満の場合は, 1.2mlnlユ_卜

(2)キユーピクル表面に取り付けてよい器具(ただし,‾F記

以外は不可)
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(a)表示灯類(ただし､カバーは難燃性であること)

(b)金属製のカバーを取り付けた配線用しゃ断器

(C)切換スイッチおよび点検スイ ッチ

(d)ヒューズなどで保護された電圧計および電流計

(e)換気口または換気設備

(3)キユーピクル内部の区画

(a)蓄電池室は,充電装置収納部および放電回路とは鋼板

などで防火上有効に区画すること｡

(b)放電回路は,充電装置収納部と防火的に区画するカ;,

または耐熱電線(消防庁告示第4号規定合格品)またはこ

れと同等以上の耐熱性電線にて配線すること｡

(C)蓄電池および充電装置部品はキユーピクル底面から100

mm以上の高さの位置に実装しなければならない｡

(4)キユーピクルの換気口または換気設備

(a)蓄電池毒の換気口面積の合計は1面につき400cm2以下

(b)充電装置収納部の換気r_]面積は1面の全面積のタ首以下

であること｡

(C)上記にて換気が不十分なときは,強制操気設備を設け

てよいがこの場合は鋼板製の自動シャッタまたは防火ダン

パ付とすること｡

4.t.4 蓄電池設備の付帯機能

(1)当該蓄電池を規定負荷電流にて公称電圧の80%まで放電

させ再充電を行なった場合,24時間以内にトリクル充電また

は浮動充電状態に復旧しなければならない｡

(2)常用電源が停電した場合,自動的に蓄電池に切り換える

装置はその定格電圧の±10%の印加電圧にて100回の切換動

作を行なっても動作に支障を生じないものであること｡

4.･2 新神戸電機株式会社の非常電源設備

｢建築基準法+の改正(昭和45年)以来,今日までおもに非

常塀明装置用予備電源設備を｢ェマパワー+の商品名にて需

要家に供給し親しまれてきた(図t3)｡また一最近では自家発電

用始動用蓄電池設備として新たに｢エマパック+を開発した｡

･てド穏時はあまり関心を持たれてし､ないが,非常事態が発生す

るとその真価を問われるのが電手原装置である｡それだけに装

置は高J空の信頼性が要求され,保守も簡便なものでなければ

ならない｡実際の装置の製作にあたっては,受入れ検査基準,

現場作業基準など敲重な品質管理のもとに進められ,特にIC

(高密度集積回路)などの半導体部品については,プリント板

組み込み以前に十分なデバッギングを行なって初期不良を除

去している｡

4.2.1 基本構成

充電器は半導体使用による自動完電圧装置付要さ流器とし,

過電流.防止のための垂■F特性を有している｡併用される蓄電

池の種類,形式および個数は顧客事情により異なるが,100

V系回路にあっては80Ah程度までがキユーピクル下部に内蔵

されている｡

4.2.2 標準仕様(100V系)

鉛蓄電池内蔵品とアルカリ蓄電池内蔵品とに分けて標準シ

リーズとしている｡なお,自丁家発電用始動用蓄電池設備につ

いても｢消防庁告示節1号+により｢告示第2号+で規定する

蓄電池設備の基準と同等でなければならないので,非常照明

装置用予備電i原設備｢エマパワー+と自家発電用始動用蓄電

池設備｢エマパック+の間には基本的な相違点は存在しない｡

ヰ,2.3 自動充電動作

自動充電動作は下記のように行なわれる｡

停電一非常灯点灯一昔電池放電一停電回復一非常

灯消灯一定電子充充電(垂下)→定電圧充電(補充電)→充
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｢h仙‾＼叫･〉-､.

申 取 手

図13｢エマパワー+(非常灯用直流電源装置)

る非常灯用直流電源装置を示す｡

Fig.13 F｢0nt View of"EMER-POWER”
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図14 アルカリ蓄電池充電特性 蓄電池電圧が急に降下する所で,均

等充電より浮動充電に切り換わり維持充電に移行する(:
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図15 アルカリ蓄電池用減液検出郡構造図 液面が低下するとTH.～

TH2が閉路L,二れによりRy復帰Lて警報を発する｡

Fig･ほLevelgauge of Alka==e Battery

屯進行一電Jt検山(タイマl励磁)一夕イマ動作一一→充電進

行----→充電完了-一一石三電圧充電(浮動,維持充電)一補侶充

一定進行(地溝逆転状態)

図14は充電特一l■r【三の･一例である｡タイマは自動復帰形を採用

しているので,動作後は次の事態に備えて役帰する｡なお,

1立朔的に行なわれるj勺等充て盲は,押しボタンスイッチにより

任ノ古に行なうことができ,通常運転,状態における設て右1富江は

約2.18V/セル(アルカリ蓄電池では約1.4V/セル)に維持され

蓄宅地の自己放電を補伯している｡

4.2.4 構 造

キー1-ビクルは垂直自立閉鎖形であり,_L部に充電装置を,

‾F部に蓄電池を収納しているが,蓄電池は保守点検に便利な

ように引出_=ノ式台単に搭(とう)載している｡キユーピクル前

面は,上‾卜におのおのドアを設け,フロントサービスが可能

な構造にしているのが多い｡しかしながら蓄電池の容量,個

数が増大してくると ぐ目安は100Ah,86セル)キユーピクル

1偶の寸法および床重量の制限を′受ける場合があるので,充

電装置盤と蓄電池収納箱との列盤形式としている｡

4.2.5 付属装置

(1)減液チ筆戦装置

シ【ルド形蓄電池以外の蓄電池グ)電解液は,自然蒸発や充

1宜中の水の電気分解により漸次減少してくる｡規定液面線以

卜になれば補水が必要である｡ニのため,｢i･剖坊法+では減液

て古芋報装置の設置を義務づけているく〕図15はアルカリ蓄電池用

の検】11電極部Jjよび恒柑各例である｡

(2)過放電防止装置

予備電源装置の容量は法:左道転時間に対して十分検討のう

えご央:起されるが,実ド祭面ではそれ以.__Lに 時間が良びくこ

とも考えられるので,蓄電池の過放電を避けるため,過放1註

l坊Jヒ装置を付属させることもある(ただし,法的な義務はな

い)(｡この場でナ,給′副手止条件は放電小の蓄電池の端了･電工･仁が

公称竜圧の70%程度に降下した場†ナであり､放電一旦柑各を切1)

離してロックする機構を採っている｡

(3)g与荷1宜圧縮伯装置

過電圧印加が不‾叶能な常用負荷が存在する場でナに同いる直

流電圧降‾F装置である｡通常,シリコンダイオードを多数直

列に接続し,その順方向電圧降下を利用している｡

l司 結 富

川災用設順の非′軒屯掘設備について,キ別改正された｢消

i;ガ法+の堪準と細則をキ7り卜し,法的に規制された先主巨機,内

燃機関,制御装置,燃料タンク,水タンクなどの柵造,性能

およひこ発電設備の設置方法ならびに蓄電池設備の構造と性能

について述べた｡

なお実務_との細部基準について不明の′たがある場合には,

所轄消防署の指中を′乏けて計画する必要があるr)

本稿は,法令を忠実に過応した発電設備を他メーカーに寛

がけ開発したのでその内答を糸rう介したものである｡
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連続;夜相成長で作ったミリメートル波用

ガンダイオード
日立製作所 宮崎 勝･土居功年 ほかl名

電子通信学会論文誌C 55-C-9,492(昭47-9)

GaAsェピタキンャル成一良技術の進射･こよ

って.マイクロ波常ですぐれた特性のガン
デイオ"ドができるようになってきたが,

N一動作屑厚さ3J(以下の結晶を使用するミ

リメートル披常ではこれらと比べてまだ十

分よい結果は得られていない｡二の原岡と

して薄いN-動作層に対して無視できる程度

の遷移領域からなる急しゅんな電子波度適

格,N-N‾←境界屑をもつ結晶が得られにく

いことが考えられる｡連続多層液相成長技

術によってN-N＋層の電一戸濃度遷移が急し

ゆんなステップ0状になることがわかりこの

技術を用いてミリメートル波常のガンダイ

オードを製作した｡

GaAs基枇結晶を成長炉から外に取り出す

ことな〈､グラフ7イト製ポ∬ト内の溶液

を操作棒でスライドさせることによって某

板結晶上にN＋層,N層の多重層を連続的に

成良させN十一N-N＋-N→■(某枇)構造のガン

ダイオード用結晶を製作した｡この場合,

基板結晶とN一助作層の中間にN＋層を成長

させてバッフ7層とし基枇結晶の影響が動

作層に及ぼさないようにしている｡成長層

の厚さは溶液が毛根結晶に接触している時

間で制御し,±0.5〃以内の誤差に押えるこ

とができた｡またN-動作層の電子硬度はSn

の添加量によって決められ,±20%以内の

誤差に削御することができた｡Auショット

キーパりヤのC-Ⅴ測定から求めた成長層内

の電子濃度分布をみると電子濃度はほぼ均

一で,N-N＋境界層は0.2/Jで一けた以上の
電子膿度遷移があり,急しゅんなステップ

状となることがわかった｡

50GHヱ帯の■ガンダイオードはれ三1.5×

1016cm‾3,Jと2ノノ,几J樟空3×1012cm‾2と

し,N＋層濃度さ1×10柑Ⅷ‾3とした｡この

あと巷板結晶の表皮効果を少なくするため

結晶の厚さを2叫以下にし,両面にAu-一Ge-

Niを蒸着しオーミック接触をとった｡

50GHz帯の発振特性として,57GHzの発

振周波数で最大出力67mW,最大効率3.1%

を得た｡この結果はN層を気相でN十層を液

相成良法で作った従来のものと比べて発振

効率,出力とも著しい改善がみられた｡ま

た従来のものは濃度のだれなどによる直列

抵抗により見かけ上の発振しきい値電圧が

1.2～1.6Vと高かったが,本法で製作した

ダイオードでは1V以1ごと大幅に減少して

いることが明らかになった｡面積1～4×

10‾5cm2のデイオーードで,2%以上の発振効

率が得られたが5×10‾5cm2以上のものでは

発振効率が低下した｡これはおもにダイオ

ードの直流抵抗が0.6n以下となり,共振回
路とのマッチングがとれにく くなるためで

ある｡

また本法の連続多相液相成長で作った30

GHz帯のガンダイオードの最大発振効率は

3.9%,最大出力は185mWであった｡

ミリメートル披帯で3%以上の発振効率

が得られたおもな原因は連続液相成長法で

N-N＋境界層の電子濃度遷格を急しゅんに

することができたためと考えられる｡

お詫びと言丁正

【1､∵評論Vo155Nn.8｢北海道開発塙盟一平峡ダム=動監視制御装置+の中で誤りかありま

Lたので,謹んでお詫び巾Lあげますとともに,ここに訂正巾Lあげます｡

さ汀 止 佃 巾 誤 止

7ぺ--ジ

去1の北用牧子允バルブお

よび観光放流バルブのそ

れぞれ｢1‾】数個

(ホロージェット) (ハウエルバング【)

9〈こ--ジ
l本文のん指卜かごっ12桝二1
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